
１．はじめに

今日の日本では，自治体内で生じた廃棄物はその自

治体が主体となって処理することが義務づけられてい

る。自治体は廃棄物処理の計画を定め，処理と減量化

に取り組んでいる。環境への影響に配慮し安全な処理

を行うには，収集や減量化などの各工程において十分

な設備と人員が必要であり，それらをまかなうための

費用は自治体の主要な財政支出の一つである。多くの

自治体がそれらの費用をねん出するために様々な創意

工夫に努めており，そのねん出にあたっては，適切な

費用負担のあり方を巡って多くの議論がかわされてき

た。今日では，多くの行政サービスにおいて受益者負

担の考え方が取り入れられており，廃棄物処理におい

ても指定袋を利用した廃棄物処理の有料制を採用する

自治体が増加している。しかしながら，受益者負担の

必要性の根拠となる有料制未実施の自治体における費

用負担の公平性について検証を行った事例は少ない。

また，適切な費用負担の検討にあたっては，自治体

内のどのような家計や地域において排出量が多いのか

を個々の自治体で検証することが望ましい。世帯の人

数や年齢は家計の排出量に影響を与えることが考えら

れ，また小規模の事業所や飲食店等が多い地域では，

家計以外の要因によって排出量が多くなっているこ

とも懸念される。計量的な手法を用いることで，それ

らによる影響の有無や度合いを検証することが可能で

あるが，排出量に関する計量的な分析の多くは国や都

道府県等の大規模な行政区分を対象としたものである。

廃棄物処理事業の主体者が各自治体であるのは，効率

的な事業運営には，画一的な取り組みではなく個々の

自治体の特徴に応じた取り組みが不可欠なためである。

すなわち，全国的な分析を参考とするだけでなく，自

治体単位で個別に検証することが望ましい。

そこで，本研究では草加市の地域ごとの排出量の

データをもとに，排出量と費用負担との関係および

排出量に影響を与える要因に関する検証を行う。浅

井（2018）では，収集区域に着目し，草加市の各地域

の一人当たり排出量について調査し，地域ごとに排出

量に差異があることを示している。排出量に影響を与

えると考えられる要素について先行研究を参考に選別

し，それらの変数と浅井（2018）において用いている

排出量との相関について検証し，最後に固定効果モデ

ルによる分析を行う。行政は無駄のない運営が求めら

れている。廃棄物処理事業においても住民の排出量に

応じた適切な規模で運営していかなければならないた

め，長期的な運営においては，将来的な排出量を予測

することも必要であろう。排出量は，その地域の住民

や廃棄物処理サービスの特徴の影響を受けることが考

えられる。排出量に影響を与える要因を特定し，その

理由について検証を試みる。

２．先行研究

排出量に影響を与える要素に関する計量的な研究は

積極的に行われている。特に廃棄物処理の有料制にお

ける価格の影響力に着目した研究が積極的に行われて

おり，価格のほか地域や住民や収集方法の性質と排出

量との関係に関する研究も積極的に行われている。碓

井（2003）と中村・川瀬・宮下（2007）および中村・

川瀬（2011）では，クロスセクションデータによる分

析を行っている。それぞれの有料制と収集方法以外の

変数としては，碓井（2003）では，一人当たり所得と

人口密度と平均世帯人員と一人当たり事業所数を採用

し，それぞれ有意との結果を示している。中村・川

瀬・宮下（2007）では，一人当たり所得と男女比率と

一人当たり床面積と人口密度と昼夜間人口比率を採用

し，それぞれ有意との結果を示している。中村・川

瀬（2011）では一人当たり所得，平均世帯人員，男女
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比率，若年人口比率，人口密度を採用している。碓井

（2011）では，パネルデータを使った分析を行ってい

る。有料制に関する変数として価格と有料制実施から

の経過年数と価格との交差項，収集方法に関する変数

として分別に関するダミー変数，地域的な性質に関す

る変数として人口密度と平均世帯人員と平均年齢を採

用している。

以上のことから，人口密度，平均世帯人員と平均年

齢，男女比率に着目する。さらに，住宅と事業所が混

在している場合，事業系ごみが生活系ごみに混入しや

すくなり，排出量が多くなることが予想される。そこ

で，事業所にも着目する。一方，分別品目数や収集頻

度等の収集方法の性質に関しては，自治体内で統一さ

れており，草加市内におけるそれらの影響力について

は，分析することができないため，この研究では除外

する。また，所得に関しては今回の調査では収集でき

なかったことから除外する。

３．排出量との相関

ここでは，排出量と各要素の特徴について基本統計

量とグラフをもとに整理する。排出量の計量は，組合

の工場で曜日と業者毎に行われている。そこで，各収

集業者の曜日毎の収集量を各区域の排出量とする。

各変数の基本統計量と各区域の排出量の変遷は，図

１と図２のとおりである。多くの区域の排出量がほぼ

同水準であるものの，一部の区域の排出量が突出して

多いことがうかがえる。この区域はグループ８の松原

地区とグループ19の柿木町である。柿木町は草加市の

市街化調整区域であり，自然も多く，景観保護地に指

定されている。町内には，東埼玉資源環境組合の第二

工場ごみ処理施設が建設されており，温水プールや草

加公園などの公共施設も充実している地域である。近

年では，隣接する自治体である越谷市に越谷レイクタ

ウンが作られたことで商業施設が充実し，生活環境も

向上してきている。松原地区に関しては団地の建て替

えによる引っ越しの増加に伴い，家の中に溜め込まれ

ていた不要物がまとめて排出されたと考えられる。

図１．各変数の基本統計量

平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値
一人当たり排出量 190.022 18.436 185.996 162.798 251.739

人口密度 10.205 3.86 9.0704 19.661 0.792
事業所数 428.407 325.153 327 1165 84

事業所密度 0.343 0.227 0.269 0.942 0.0481
平均世帯人員 2.215 0.178 2.208 2.577 1.805

平均年齢 43.923 2.694 43.241 52.378 40.118
男女比 0.509 0.012 0.511 0.537 0.478

［出所］筆者作成

図２．区域別一人当たり排出量１）

［出所］浅井（2018）

図 1.各変数の基本統計量 
平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 

一人当たり排出量 190.0218 18.4357 185.9958 162.798 251.7389 

人口密度 10.2053 3.8601 9.07037 19.661 0.7916 

事業所数 428.407 325.1525 327 1165 84 

事業所密度 0.3431 0.2272 0.2685 0.9416 0.04806 

平均世帯人員 2.2153 0.1782 2.208 2.5772 1.8047 

平均年齢 43.923 2.6936 43.2405 52.3776 40.1181 

男女比 0.509 0.0124 0.5106 0.5371 0.478 

[出所]筆者作成 
 
図 2.地域別一人当たり排出量 1) 

 

[出所]浅井(2018) 
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続いて，一人当たり排出量と排出量からみた一人当

たり負担額及び各変数との関係について確認する。区

域別の一人あたり負担額は，草加市内の各区域が排出

量に応じて分担金を負担した場合の負担額の推計値で

ある。現状では，草加市は分担金を排出量に応じて個

人に負担させる方法を採用していないため，市民は排

出量に関係なく同一の金額を負担していると考えられ

る。区域別一人あたり負担額は，区域別一人当たり搬

入割り負担額と一人当たり平等割り負担額を足し合わ

せた（１）式とする。区域別搬入割り負担額は（２）

式であり，草加市が東埼玉資源環境組合へ支払う分担

金のうち，搬入量に応じて負担する部分である搬入割

り分を各区域の排出量で按分したものである。区域別

一人当たり搬入割り負担額は，区域別搬入割り負担額

を各区域の人口で除した（３）式である。一人当たり

平等割り負担額は，組合に所属する全自治体が排出量

に関係なく同一の金額を負担する部分である平等割り

分を草加市の全人口で除したものである。一人当たり

の平等割り負担額は全区域で同一の金額であることか

ら，区域別の一人当たり搬入割り負担額が高くなるほ

ど区域別一人当たり負担額は高くなる。区域別搬入割

り負担額は排出量に応じて割りふるため，区域におけ

る排出量が多いほど高くなる。一人当たり排出量と区

域別一人当たり搬入割り負担額はどちらも区域別人口

で除しており，一人当たりの排出量が多いほど区域別

一人当たり負担額は高くなる。

以上をもとに図３の各区域の一人当たり排出量と一

人当たり負担額についてみると，一部の一人当たり排

出量の多い区域において一人当たり負担額が高くなっ

ていることがうかがえる。しかしながら，現在の草加

市では，排出量に応じて各住民に負担させる方法を取

っていないことから，分担金の支払いについて排出量

の少ない区域が多い区域の分まで税を通じて費用を負

担していることとなる。

図３．区域別排出量と排出量からみた費用負担額２）

［出所］浅井（2018）および東埼玉資源環境組合事業概要をもとに筆者作成

図 3.地域別排出量と排出量からみた費用負担額 2) 

 
[出所]浅井(2018)および東埼玉資源環境組合事業概要をもとに筆者作成 
図 4.平均年齢と一人当たり排出量 

 
[出所]草加市年齢別男女別人口をもとに筆者作成 
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平均年齢（図４）は40～51歳であり，その多くは42

～44歳に集中していることがうかがえる。一方で，一

部の区域の平均年齢が高くなっている。これは一人当

たりの排出量が多かったグループ８の松原とグルー

プ19の柿木町である。松原は松原団地が立地してお

り，独居老人の多い地域である。柿木町は比較的田畑

が多く残る地域である。レイクタウン等近隣の開発が

進む以前から住み，兼業農家を続けてきた人々が多い。

それらの多くが子供の独立した親世代であることから，

高齢化が進んでいる。高齢化の進行に伴い，庭や田畑

の管理やごみ捨てを自力で行うのが困難になる世帯が

増えていくことが想定され，ごみ屋敷や周辺住民への

悪臭など新たな社会問題の火種となることが懸念され

る。排出量との相関についてみると，平均年齢と一人

当たりの排出量については正の相関がみられる。計量

的な分析を行った多くの先行研究では，平均年齢の上

昇は一人当たりの排出量を減少させることが示されて

いる。高齢化に伴い，消費が減少することがその理由

として考えられているが，草加市の傾向はそれらの研

究結果とは異なるものである。

男女比（図５）は0.9～1.2であり，1～1.06の範囲に

集中していることがうかがえる。男女比の高い区域は

弁天１～６丁目と草加３～５丁目である。排出量との

相関についてみると，男女比が高くなる，すなわち男

性の割合が大きくなるほど一人当たりの排出量が減少

する傾向が近似曲線から見受けられる。男性は仕事

などで女性よりも在宅時間が短くなる傾向があるため，

男性の多い地域ほど一人当たりの排出量も少なくなる

と考えられる。

世帯人員数（図６）は1.8～2.5人であり，とりわけ

2.1～2.4程度の地域が多いことがうかがえる。近似曲

線は右下がりであり，世帯人員数が増えるほど排出量

が減少することがうかがえる。これは家族間で物品の

共有がすすむことなどによって，排出が抑制されるこ

とによるものと考えられるが，2.1から2.4の範囲にお

いては右上がりの傾向がみられた。

人口密度（図７）は，1000m2あたり0.8～20人であ

り，地域によって大きく異なっている。人口密度は

都市化の度合いを測る尺度であり，中村・川瀬・宮

下（2007）や碓井（2003）の論文では都市化の進んで

いる地域ほど一人当たり排出量が多くなるとの結果が

示されている。近似曲線は右下がりであり，全国的な

傾向と異なっている。自治体内であるならば移動は比

較的容易であるため，自治体内の町丁目単位における

都市化の度合いが生活様式や排出量に影響を与えると

は考えがたい。すなわち，他の要因による影響を示し

ていることが考えられる。草加市では，住む地域毎に

指定されたごみステーションに廃棄物を排出すること

が定められている。しかしながら，ごみステーション

の設置場所が隣接する他の区域との境界線に近いため

にステーションが区域間で共用される等によって他の

区域の住民から廃棄物が持ち込まれた場合，その廃棄

物は持ち込まれた区域の住民が排出したものとして計

上される。この時人口が少なく，人口密度が低いほど，

図４．平均年齢と一人当たり排出量

［出所］草加市年齢別男女別人口をもとに筆者作成

図 3.地域別排出量と排出量からみた費用負担額 2) 

 
[出所]浅井(2018)および東埼玉資源環境組合事業概要をもとに筆者作成 
図 4.平均年齢と一人当たり排出量 

 
[出所]草加市年齢別男女別人口をもとに筆者作成 
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持ち込まれた際の一人当たりの排出量の増加が大きく

なることが考えられる。また，人口密度が少ないほど

不適切な排出への監視の目が弱くなることも懸念され

る。例えば，面積が狭く，他区域との境界線の近くに

ステーションが設置されており，かつ住宅と人口が少

ない北谷町は，一人当たりの排出量が極端に多くなっ

た。これは，不適切排出による排出量の影響を示して

いると考えられる。

図５．男女比率と一人当たり排出量

［出所］草加市町名別人口をもとに筆者作成

図 5.男女比率と一人当たり排出量 

 
[出所]草加市年町名別別人口をもとに筆者作成 
図 6.世帯人員数と一人当たり排出量 

 
[出所]草加市町名別人口をもとに筆者作成 
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つづいて，事業所による影響について検証する。事

業系ごみと生活系ごみは分けて収集されており，事業

系ごみは排出する事業者の負担で処理される。事業系

ごみが生活系ごみに混入した場合，混入した事業系ご

みは生活系ごみとして扱われる。処理費用の負担を回

避するための不適切な排出だけでなく，自宅と事業所

が同一の建物に収められているような職住一体の環境

等の様々な要因によって事業系ごみが混入することが

考えられる。図８及び図９は2012年，2014年，2016年

の各地域の事業所数に関する散布図である。調査では，

区域間で一人当たり排出量に大きな違いが生じている

ことが示されている。各区域の事業所数は90から1165

と地域間でばらつきがみられ，多いところと少ないと

ころで大きく差があることがうかがえる。これは収集

区域の広さがグループによって異なることが影響して

いるものと思われる。そこで，各区域の事業所の密集

度合についてみると，1000m2あたり0.04から0.9程度

であり，近似曲線は右下がりの傾向がみられた。事業

系ごみの混入が影響しているならば，事業所の集中し

ている区域ほど排出量が多くなると考えられるが，散

布図からその傾向は確認できなかった。最も事業所の

密集度の低い区域はグループ19の柿木町であった。柿

木町は人口密度も最も少ない地域であることから柿木

町は人口も事業所も集中していないものの，一人当た

りの排出量が多い区域といえる。

つづいて，事業所の規模と排出量との関係について

整理する。図10は，各区域における全事業所のうち従

業員数がそれぞれ１～４人の事業所，５～９人の事業

所，10～19人の事業所，20～29人の事業所，30人以上

の事業所の占める割合と一人当たり排出量との関係を

示した散布図である。観測年度は2014年度と2016年度

である。それぞれの特徴についてみてみると，１～４

人の事業所は右下がりとなっている。最も１～４人の

事業所割合が多いのはグループ17の金明町である。戸

図８．事業所数と一人当たり排出量

［出所］経済センサスをもとに筆者作成

図 8.事業所数と一人当たり排出量 

 

[出所]経済センサスをもとに筆者作成 

図 9.事業所密度と一人当たり排出量 
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図.10 事業所割合と一人当たり排出量 
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［出所］経済センサスをもとに筆者作成
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建ての多い地域であり，一階部分を事業所としている

自宅兼店舗で操業している家族経営の事業所が多いと

考えられる。それ以外の人数の事業所割合と排出量の

関係はいずれも右上がりである。５～９人の事業所割

合が最も高いのは，グループ10の青柳７・８丁目，旭

町１・２丁目，栄町１丁目，新善町およびグループ14

の稲荷１・５丁目，西町である。戸建ての多い地域で

あり，住居兼事業所が多いと考えられる。10～19人の

事業所割合が最も多いのは，グループ11の栄二・三丁

目である。獨協大学前駅の東側に位置し，県道足立越

谷線に面している。駅近辺で集合住宅が多く人口も集

中している地域であるが，幹線道路にも面している性

質などにより中規模の事業所も点在している。20～29

人の事業所割合が最も多いのは，グループ19の柿木町

である。人口や事業所が少なく，大規模な事業所の建

設に必要な用地を確保しやすいと考えられる。30人以

上の事業所割合が最も多いのは，グループ20の中根１

～３丁目と草加１丁目であった。住宅の集中している

地域と工場の集中している地域が隣接，混在している

地域である。

事業所密度と一人当たり排出量に関しては，図11の

とおりであり，いずれの事業所規模に関しても右下が

りとなっている。すなわち，特定の規模の事業所から

の不適切排出については，この散布図から確認するこ

とはできなかった。

図10．事業所割合と一人当たり排出量

［出所］経済センサスをもとに筆者作成
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まとめとして，平均年齢において正の相関が確認さ

れ，男女比と平均世帯人員と人口密度と事業所密度に

関しては負の相関が確認された。従業員数別事業所割

合は，１～４人の事業所に関しては負の相関がみられ，

他の従業員数の事業所に関しては正の相関がみられた。

従業員数別事業所密度に関しては，いずれの規模の事

業所に関しても負の相関が確認できた。

しかしながら，これらの分析はいずれも排出量に一

つの変数を対応させたものにすぎない。個々の影響力

をより正確に測定するには，他の要因も踏まえつつ分

析することが望ましい。そこで調査によって得られた

データをもとに計量的な分析を行う。

４．計量分析

今回の調査では，一人当たり排出量と平均年齢と人

口密度と平均世帯人員と男女比に関する五年分のデー

タと事業所数に関する三年分のデータを収集した。五

年と三年ではデータの量に大きく差が出てしまうこと

から，五年分のデータによる分析と三年分による分析

の両方を行う。すなわち，まず五年分のデータを収集

できた一人当たり排出量を被説明変数とし，平均年齢

と平均世帯人員と人口密度と男女比を説明変数とする

モデル１で分析を行う。つぎに，モデル１の説明変数

に事業所密度を加え，三年分の隔年データを用いた

モデル２をもとに分析を行う。分析にあたってＦ検

定とHauseman検定を行う。それぞれの検定量はモデ

ル１では，Ｆ検定が7.23978e-029，Hauseman検定が

2.24329e-028となった。また，モデル２では，Ｆ検定

が3.59337e-012，Hauseman検定が7.57986e-029となっ

た。いずれも棄却されたことから，ここではパネルデ

ータをもとに固定効果モデルによる分析を行う。

分析にあたって前述の調査結果から得られた知見を

もとに分析結果を予測する。予測は図12のとおりであ

る。平均年齢は負に働くと考えられる。年齢の上昇と

ともに消費が減少していくならば，排出される量も減

少していくと考えられる。男女比は負に働くと考えら

れる。男性の在宅時間は相対的に少ないため，男性の

割合が高くなることで排出が抑制されると考えられる。

世帯人員数も負に働くと考えられる。家族の数が増え

ることで物の共有が進み，捨てずに保管しておくもの

が増えることで排出が抑制されると考えられる。人口

密度は負に働くことが考えられる。事業所密度は事業

系ごみの混入が生じているならば，正に働くと考えら

れるが，散布図では右下がりである。他の変数による

影響も懸念されることから予測はつけがたい。

分析結果は図13のとおりである。平均年齢は有意と

はならず，世帯人員は正に有意となった。先行研究の

多くとは異なる結果である。世帯人員に関しては，草

加市はベッドタウンであることから，世帯人員が多く

なるほど専業主婦や子供や同居している祖父母など，

在宅時間の長い家族が増え，自宅から排出される廃

棄物が増えると考えられる。男女比は，正に有意とな

った。すなわち，男性が多いほど排出量が増加すると

の傾向が示された。近似曲線と予測からは異なる結果

である。在宅時間が少ないほど，自宅から排出する廃

棄物の量も少なくなると考えられるが，共働き世帯の

増加により男性と女性の在宅時間の差が縮小している。

また，一般的な食事の量は女性より男性の方が多いた

め，食事にまつわる廃棄物の量も男性の方が多い。単

身男性による自炊の普及により男性が自宅から排出す

る廃棄物の量が増加していることが理由と考えられる。

人口密度は，負に有意となった。全国を対象とした分

析では，自治体間における都市化の度合いが排出量に

与える影響を読み解くための数値として採用されてい

るが，今回の分析は不適切排出による影響を読み解く

ための変数として採用しており，分析結果からは不適

切排出による影響が生じていることが伺える。事業所

密度は，有意とはならなかった。すなわち，今回の分

析では事業系ごみの混入による影響は確認できなかっ

た。

図12．分析結果の予想

変数 予測
平均年齢 ＋
平均世帯人員 －
男女比率 －
人口密度 ＋
事業所密度 ＋

［出所］筆者作成
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５．結びに変えて

最後に全体のまとめを行う。今回の分析では，草加

市内における廃棄物処理に関する費用負担の公平性に

ついて区域別の一人当たり排出量の観点から調査を行

った。調査では，排出量に差異がみられ，排出量に対

する費用負担の観点からは必ずしも公平とはいえない

ことがうかがえた。排出量に影響を与える要因につい

て調査を行ったところ，平均年齢や人口密度等との相

関がうかがえた。そこで，パネルデータをもとに固定

効果モデルで分析を行ったところ，世帯人員と人口密

度と男女比について有意な影響が確認された３）。 

今後の課題としては，今回の分析において加えるこ

とのできなかった変数の追加が挙げられる。所得に関

する変数を加えていないが，先行研究の多くにおいて，

一人当たりの所得は有意な影響を示していることから，

草加市においても所得の水準が排出量に影響を与えて

いることが考えられる。

つづいて政策的インプリケーションについて言及し

ておきたい。草加市は廃棄物処理に関する費用負担を

巡って，組合に所属する他の自治体と議論を重ねてき

たが，自治体内における費用負担はこれまで着目され

てこなかった。草加市では有料制は採用されておらず，

廃棄物の処理費用は住民からの税収によって賄われて

いる。故に，草加市における一人当たりの生活系ごみ

処理費用の負担状況は，必ずしも一人当たりの排出量

に対応していない。指定袋を利用した従量制有料化の

採用などが公平な費用負担の促進につながると考えら

れる。

注

１）各グループの構成区域は以下のとおりである。グ

ループ１…新栄団地（新栄４丁目）。グループ２…

草加２丁目，神明１・２丁目，住吉１・２丁目，高

砂１・２丁目。グループ３…氷川町。グループ４…

遊馬町，小山１・２丁目，苗塚町，新里町，谷塚仲

町，谷塚上町，柳島町，両新田東町，両新田西町。

グループ５…北谷１～３丁目，瀬崎１丁目，中央

１・２丁目，手代町，谷塚１・２丁目，谷塚町，旭

町団地（旭町３丁目）。グループ６…瀬崎２～７丁

目，青柳１～５丁目，八幡町，吉町１～５丁目。グ

ループ７…北谷町。グループ８…松原１丁目，松原

４・５丁目。グループ９…松原２丁目，コンフォー

ル草加。グループ10…青柳７・８丁目，旭町１・２

丁目，栄町１丁目，新善町。グループ11…栄町２・

３丁目。グループ12…新栄１～３丁目，清門１～３

丁目，長栄１～４丁目，原町１～３丁目。グループ

13…青柳町，青柳６丁目。グループ14…稲荷１・５

丁目，西町。グループ15…花栗１～４丁目，松江１

～６丁目。グループ16…旭町４～６丁目，稲荷２～

４・６丁目。グループ17…金明町。グループ18…弁

天１～６丁目。グループ19…柿木町。グループ20…

草加１丁目，中根１～３丁目。グループ21…草加３

～５丁目。グループ１＋12…新栄（新栄１～４丁目），

清門（清門１～３），長栄（１～３）。グループ５＋

９…北谷１～３丁目，瀬崎１丁目，中央１・２丁目，

手代町，谷塚１・２丁目，谷塚町，旭町団地（旭３

丁目），松原２丁目，コンフォール草加。

　2013年以前では新栄，清門，長栄が丁単位で計量さ

れておらず，町単位でまとめて計上されている。そ

こで，グループ12の清門町は清門１～３丁目を足し

合わせたものとし，長栄町の値は長栄１～４丁目を

足し合わせたものとした。新栄団地は新栄４丁目に

位置することから， 新栄４丁目の値をグループ１で

ある新栄団地の値とし，グループ１の新栄４丁目

をグループ12の新栄１～３丁目に加え新栄町とした。

図13．分析結果

モデル１ モデル２
Const

（t-value）
6.883

（6.252）***
5.767

（4.183）***
平均年齢

（t-value）
－0.272

（－1.216）
－0.055

（－0.196）
平均世帯人員

（t-value）
0.755

（3.631）***
1.184

（4.484）***
男女比率

（t-value）
0.006

（3.096）***
0.598

（2.774）***
人口密度

（t-value）
－0.774

（－6.813）***
－0.87

（－5.812）***
事業所密度

（t-value） － －0.029
（－0.35）

自由度調整済み決定係数 0.967 0.959
10％水準…*，５％水準…**，１％水準…***

［出所］筆者作成
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また，中央二丁目におけるコンフォール草加の人口

が不明であることから，コンフォール草加を含むグ

ループ９と中央二丁目を含むグループ５を足し合わ

せ，グループ５＋９とした。

　グループ７は外れ値になることが懸念されるため，

グラフからは取り除いた。北谷町は三方向が住宅地

に囲まれており，他のグループにおける住宅からの

廃棄物や近隣の事業所における従業員による廃棄物

が流入することが懸念される。また，人口が極端に

少なく，昼間人口も考慮していないため，居住者以

外による廃棄物の流入することで一人当たり排出量

が極端に大きくなることが考えられる。

２）市全体は草加市が負担する分担金および草加市全

体の排出量を草加市全体の人口で除したものである。

３）人口密度に関しては，先行研究とは異なる分析結

果となった。計量分析において，人口密度は都市化

の度合いを表す指標として扱われる傾向がある。都

市化が与える影響を分析する際に用いられるが，そ

れらの研究の多くは全国を対象としたものである。

市というより小さな行政区画において人々の移動は

より容易であり，自治体内において都市化の度合い

に多少の違いはあるものの，それが人々の行動に極

端な違いをもたらすとは考えがたい。人口密度が小

さく，より人口の少ない地域では，他の地域から廃

棄物が流入することによる排出量の増加の影響を受

けやすい。すなわち，不適切排出の影響を表してい

ることが考えられる。

　　しかしながら，不適切排出はあくまでも考えられ

る要因の一つであるため，不適切排出の影響の有無

を示すより適切な変数の検討と不適切排出の実態に

ついてより詳しく把握するためのフィールドワーク

が必要だろう。また，不適切排出の種類を特定でき

ていないことから，適切な費用負担を検討するだけ

でなく，廃棄物処理を正しく行っていくためにも，

原因の特定は不可欠である。

　　今日では多くの自治体が，地域毎に指定されたご

みステーションへ排出することを義務づけている。

収集計画の策定においては，費用削減や公害抑制の

ため地域毎の排出量を推計し，それをもとに収集地

域と経路を設定する。指定されたステーション以外

への排出は推計値と実現値との乖離を引き起こし，

ひいては収集コストの増加や公害抑制の妨げとなる。

それらを防止するためにも，自治体だけでなく地域

の自治会と連携し，指導や啓発を行っていく必要が

あるだろう。
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An Analysis of the Waste Disposal Policy in Soka City, Saitama Prefecture

ASAI, Yuichiro

This study analyzes the waste disposal policy of Soka city in Saitama Prefecture. We verify the fairness of the 

cost burden in terms of cumulative emissions per capita and then use regression analysis to analyze the impact of 

regional and household-level characteristics on the emissions per capita. We found that certain regions generate 

high emissions, whereas other regions bear a relatively high cost for cumulative emissions per capita. Furthermore, 

population density impacts emission amounts, and the results indicate a transfer of emissions between regions.
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